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移転価格文書化の三層構造の最新規定

台湾財政部は2017年11月13日に「営利事業所得税非

独立企業間移転価格監査準則」の改正を公表しまし

た。同改正では、経済協力開発機構（以下、OECD）の

税源浸食と利益移転（以下、BEPS）行動計画13に基づ

く移転価格文書化の三層構造を導入しています。2017

年度営利事業所得税確定申告案件から適用が開始さ

れ、これは台湾が世界の動向に合わせることを正式に

宣告したことを表しています。この移転価格文書化の三

層構造には、2005年より実施が開始された移転価格報

告書のほか 、 国 別報告書 （ Country-by-Country

reporting）及びマスターファイル（Master file）の文書も

含まれ、それぞれの適用基準に関する規定は財政部よ

り別途公布されます。

国別報告書はOECDのBEPS行動計画13の規定を参照

し、グループ全体の前年度連結営業収益の総額が7.5

億ユーロ(約NT$270億)に達した場合、会計年度終了日

から1年以内に前年度の国別報告書を提出する必要が

あるとされています。12月決算の多国籍企業の場合、

2018年末までに2017年度の国別報告書を提出する必

要があります。また、多国籍グループの構成会社である

台湾法人は、所得税確定申告時に、国別報告書提出

義務者である最終親会社及び代理親会社の資料を開

示する必要があります。

マスターファイルの免除基準額はより低く、今後、財政

部より公告される予定です。提出基準に達する場合、

多国籍企業グループは所得税確定申告時にマスター

ファイルを備え置く必要があります。並びに会計年度終

了日から1年以内に前年度のマスターファイルを提出す

る必要があります。 12月決算の多国籍企業の場合、

2018年5月31日までの2017年度所得税確定申告時にマ

スターファイルを備え置く必要があり、2018年末までに

提出する必要があります。

移転価格文書化の三層構造の概要は次ページをご参

照ください。
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国別報告書 マスターファイル 移転価格報告

免除基準 台湾国内の営利事業者が所属

する多国籍企業グループの前

年度の連結総収入金額が財政

部の規定する基準に達してい

ない場合、免除される。

（OECD規定の7.5億ユーロ(約

NT$270億)と考えられる。）

総収入金額、国際間の関係会

社間取引金額又はその他関

連事項が財政部の規定する

基準に達していない場合、免

除される。

関係会社間取引を行う営利事

業者の年間総収入金額(NT$3

億)及び関係会社間取引金額

(NT$2億) に達していない場

合、その他移転価格の設定価

格が独立企業間取引価格に適

合することを証明する代替書

類により、移転価格報告書を

代替することが出来る。

申告義務者 台湾国内の営利事業者が多国

籍企業グループの最終親会社

又は親会社を代理して申告す

る構成会社である場合、台湾

国内の営利事業者*

多国籍企業グループの構成

会社である台湾国内の営利

事業者

関係会社間取引を行う台湾国

内の営利事業者

備置き期限 提出締切日を参照 所得税確定申告時 取引年度の所得税確定申告

時又は特殊決算申告時

提出締切日 会計年度終了日から1年以内。

台湾税務当局が他国又は地域

と締結した情報交換協定に基

づいて実際に多国籍企業グ

ループの国別報告書を取得出

来ない場合、台湾国内の営利

事業者の構成会社は、税務当

局による書面通知の送達の日

より1ヶ月以内に国別報告書を

提出しなければならない。(最大

１ヶ月の提出期限延長を1回の

み申請することができる。)

会計年度終了日から1年以内

(最大１ヶ月の提出期限延長を

1回のみ申請することができ

る。)

税務当局による書面通知書の

送達の日より1ヶ月以内に移転

価格報告書又は代替書類を提

出しなければならない。

(最大１ヶ月の提出期限延長を

1回のみ申請することができ

る。)

* 最終親会社の居住地国又は地区に国別報告書を申告する必要がない、又は台湾税務当局が国別報告書の情報交換に関する協定により当該多
国籍企業グループの国別報告書を取得することが出来ない。
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国別報告書 マスターファイル 移転価格報告

言語 未規定。ただし、国際趨勢に基

づき英語又は中国語になると考

えられる。

外国語を使用する場合、中国

語訳を用意する必要がある。

英語を使用する場合、税務当

局による中国語訳の提供を要

請する書面通知の送達の日

より1ヶ月以内に中国語訳を

提出しなければならない。

外国語を使用する場合、中国

語訳を用意する必要がある。

ただし、税務当局の許可を受

けた場合、英語バージョンを

提供することができる。

開示すべき情

報

•多国籍企業グループの経営所

在地である各国又は地域の収

入、税引前利益（損失）、納付

済法人税及び未払法人税、払

込資本額、未処分利益、従業

員数及び有形資産（現金又は

現金等価物を除く）の合計数。

•前述の国又は地域に基づき、

多国籍企業グループの構成会

社の居住地又は設立地国又は

地域の名称、及びその主要な

事業活動状況を記載する。主

要な事業活動には、研究開

発、知的財産権の保有又は管

理、購買、製造又は生産、販

売、マーケティング又は物流、

事務、管理又は支援サービ

ス、非関係会社へのサービス

提供、内部のグループファイナ

ンス、制限を受ける金融サービ

ス、保険、株式又はその他持

分商品の保有、休眠が含まれ

る。

•特定多国籍企業グループの構

成会社が上記以外の活動を行

う場合、当該活動の性質の説

明すること。

•組織構成

•経営状況

•多国籍企業グループの無形

資産

•多国籍企業グループ構成会

社間の金融取引

•多国籍企業グループの財務

及び税務状況

•企業概況

•企業グループ組織及び管理

仕組

•関連者取引のまとめ資料

•関連者取引の分析

•関係報告書、関係会社連結

営業報告書等の資料

•その他関係者又は関連者

取引に関連し、価格設定に

影響を及ぼす書類
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 移転価格文書化の三層構造の移転価格方針におけ

る税務管理ツールとしての活用

世界の移転価格発展動向により、グループの情報が全

て開示されるという状況のもと、多国籍企業グループは

租税回避防止という時代の潮流を正視し、現行のグ

ループの移転価格方針を再度確認し、関連リスクを低

減させる必要があると考えられます。また移転価格方針

及び記述内容に不一致が生じ、各国の税務当局による

審査時に争議となることを避けるため、グループ本部及

び各関係会社より提出する移転価格文書化の三層構造

に関する内容及び資料をグループ本部が統括管理する

ことをご検討ください。

そのほか、グループ本部は移転価格文書化の三層構造

をグループの各関係会社間移転価格方針を再確認する

ための税務管理ツールとして活用し、グループ企業全体

の価値を高めることをお勧めします。

K P M G の見解

財政部は2017年11月13日に「営利事業所得税非独立

企業間移転価格監査準則」の改正を公表し、移転価格

文書化の三層構造を新たに規定しました。これは台湾

が世界の動向に合わせ、企業の情報に透明化が求めら

れることを意味します。また台湾企業には国際投資にお

ける法令遵守がより求められ、調査リスクが生じることを

表しています。KPMGのアドバイスは以下の通りです。

 各国の提出期限に注意

移転価格の情報開示の透明性に対する各国の要求は

一貫しています。情報内容の調査は取得可能な現地国

の移転価格文書だけではありません。台湾企業の主要

な多国籍活動先の国である中国、東南アジア及び欧州

の主要国は全て2016年度より、BEPS行動計画13の移

転価格文書化の三層構造の適用を開始しています。

また、多くが2017年末までに国別報告書又はマスター

ファイルを備え置く又は各国税務当局へ提出するよう規

定しています。多国籍企業グループは各グループ企業

の運営拠点の法律規定に留意し、各文書の提出締切日

までに国別報告書及びマスターファイルを備え置く必要

があります。

 各国が要求する国別報告書又はマスターファイルの

開示内容及び範囲に注意

各国が要求する国別報告書又はマスターファイルの開

示内容及び範囲、提出基準及び申告義務者の規定は

それぞれ異なる可能性があります。よって多国籍企業グ

ループは国別報告書及びマスターファイルに関する各

国税務当局の詳細規定、及び当該文書の開示情報に

対する各国の要求の差異に注意し、統合管理する必要

があると考えられます。

KPMG 国際移転価格サービスチーム

パートナー 張芷

副総経理 林棠妮
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